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平成 30 年度事業計画 
１ 事業活動方針 
 
 当協会は本年1月に創立40周年を迎え、平成30年度は、次のステージに向けて舵を切る

年となる。 
近年、環境を取り巻く社会情勢には大きな変化がみられる。2015年には、国連の持続

可能な開発目標（SDGs）の採択や、気候変動に関するパリ協定の締結などの動きがあり、

SDGsが重視する、環境、経済、社会の統合的向上が実現された、持続可能な未来を目指

して取組みを進めることが、環境政策の重要な課題となっている。 
環境アセスメントもこうした視点を取入れ、これまでの配慮書段階・事業実施段階の環

境アセスメントの一層の充実とともに、今後は早期の政策・計画段階における「戦略的環

境アセスメント（SEA）」の具体化や、気候変動の影響緩和・適応等に対しても、環境ア

セスメント技術の重要度が一層増してくるため、領域の拡大と柔軟な対応が必要となる。

また、環境に対する市民意識の高まりと企業の社会的責任（CSR）の推進を背景に、自主

アセスを含め、環境リスクに対する環境アセスメントの重要性が社会に浸透してくるであ

ろう。 
 最近の環境アセスメント対象案件は、風力発電事業等の再生可能エネルギー分野が大幅

に増加し、その予測評価手法等の検討が進められる一方で、事業促進の必要性から手続き

の迅速化、簡素化等、効率的・効果的な仕組みが検討されている。 
 環境アセスメント士に関しても進展がみられる。2016年に国土交通省の民間技術者資

格として認定登録され、また、環境省においてもその活用が認められたことで、環境アセ

スメント士の活躍の場が広がり、それに伴い登録者数も増加している。今後も環境アセス

メント士の益々の活躍が期待される。 
 海外に目を転じると、昨年ベトナムで開催された日中韓越の国際環境ワークショップ

（環境アセスメント学会主催）に参加し、アジアの諸国の取組みが進んでいることを実感

した。当協会としても、海外技術者等関係者との交流に加え、アジア諸国の発展のための

インフラ整備に対する環境配慮の制度や技術を修得し発信していくことの重要性を改めて

感じた。 
 さらには、会員企業が有する課題である人材育成や、働き方改革、女性の活躍等の社会

的テーマに対して、各会員の取組みと連携し、協会に関係するすべての人が輝ける業界に

していくことも、協会の役割のひとつであると認識している。 
 当協会では、40年間の活動の総括に立脚し、また、社会から今求められている期待に応

えるために、JEAS第2創成期ビジョンに続く新たな「中長期ビジョン」を今年度完成する

予定であり、それに基づき、「未来を切り拓く環境アセスメント」を目指して、会員一丸

となり取組んでいく所存である。 
 
 このような背景をふまえ、以下に示す主要施策をはじめ、各種活動を精力的に実行して

いくことを方針とする。 
 

【平成30年度 主要施策】 
・環境アセスメント士の活躍の場の拡大 
・風力発電事業等再生可能エネルギー分野に関する環境影響評価の進展への貢献 
・環境リスク等環境アセスメント技術の適用領域の拡大 
・海外交流等によるアジア等地域の持続的発展への貢献  



- 2 - 

２ 事業内容 
（１）実施事業（公益目的事業） 

１）公開型セミナー開催事業 
A．セミナー委員会 

一般社団法人化において公益目的事業として位置づけられている公開型セミナーを年 4 回

程度開催する。 
ア．本部公開型セミナー 

・年 3 回程度、協会の社会貢献の一環として会員以外の人々も聴講できる公開セミナー・シ

ンポジウムを実施する。今年度は、話題性のあるテーマや研究部会報告などに係る公開型

セミナーを実施するほか、外部の学会・協会との共催等を図る。 
イ．支部共催セミナー 

・全支部との共催を完了したが、支部の情報や人脈に接する機会を設けると同時に本部・支

部間の交流を図る等、セミナーにより本部・支部の活性化を目的として、本部・支部の共

催セミナーを継続実施する。開催は公開型セミナーと位置づけ年 1 回とし、今年度は北海

道支部との共催セミナーを開催する。 
ウ．意見交流フラットセミナー 

・試行的に会員を中心とした形式で実施した昨年度のセミナーの結果を踏まえ、環境アセス

メントに関して、次世代を担う若手を中心とした討議により、相互理解を深め、よりよい

環境アセスメントの創生に資するムーブメントを醸成することを目的とした参加型のセミ

ナーの運営方法、継続的推進の有無も含め検討する。 
 
B．各支部 
支部活動の充実に向け、最近の環境施策動向を踏まえて環境影響評価に関する技術・情報の

伝達・普及を行う。本部との協力のもとに公開セミナーを実施する。 
① 北海道支部 

・公開技術セミナーを 2 回開催する。 
 
② 中部支部 

・公開技術セミナーを 1 回開催する。 
 
③ 関西支部 

・公開技術セミナーを 2 回開催する。 
 
④ 九州・沖縄支部 

・公開共催セミナーを（一社）建設コンサルタンツ協会九州支部との共催により、福岡県（予

定）にて 1 回開催する。 
・公開技術セミナーを熊本県にて 1 回開催する。 

 
２）環境アセスメント士認定資格制度事業 

環境アセスメントの信頼性の向上と円滑な運用のため、環境アセスメント業務に専門特化

した「環境アセスメント士」認定資格制度第 14 回資格試験を平成 30 年 11 月 23 日（金・祝

日）に、東京、名古屋、大阪、福岡の 4 会場で実施する。 
環境省の「環境リスク調査融資促進利子補給金交付事業」の「専門技術者」に環境アセスメ

ント士が位置付けられているとともに、環境アセスメント士の JEAS-CPD が、国土交通省が

実施するプロポーザル・総合評価において加点評価の対象となっている。 
国土交通省の「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格登録」に環

境アセスメント士が登録されたこと、環境省においても請負・委託業務の発注に当たっての

環境アセスメント士の活用が進められていることを受け、具体発注業務における環境アセス
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メント士活用情報を発信するなど、更なる周知・PR を進める。他省庁や自治体等の発注業務

においても、環境アセスメント士を入札参加資格(管理技術者)として求めることや、総合評価

落札方式における加点評価の対象とするよう、活用事例や登録者名簿の配布、ホームページ

への掲載等、資格活用の働きかけを推進する。 
資格制度委員会においては、さらなる資格制度の充実・活性化を図るため、環境アセスメン

ト士が要件とされた業務例の公表、よりわかり易く使い易い JEAS-CPD 制度・ガイドライン

の改定、受験者のすそ野を広げる方法、環境アセスメント士向け教育・研修等について検討す

る。 
また、環境アセスメント士の交流連携活動の場として 7 年度目を迎える「環境アセスメン

ト士会」の育成を支援するとともに、アセス士会と連携強化して人材活用の検討を進める。 
 

（２）収益事業等 
１）企画部会 
① 企画運営委員会 

企画運営委員会では、新たな「中長期ビジョン」を完成させるとともに、当ビジョンの進行

管理及び、次の中期計画（2019～2021）の策定を行うための委員会を立ち上げ検討する。 
また、過年度に引き続き会員勧誘方策、アセス士の資格要件化への働きかけ、受託事業の拡

大等の諸施策に、他の部会、委員会、支部と連携して取り組み、進捗状況の点検を行う。特に、

新分野に関する検討・提案について他の委員会等と協力して取り組むほか、会員サービスの

向上の観点から会員会社における人材育成、働き方改革の参考となる活動を検討する。 
 

② 海外交流グループ 

 海外交流グループでは、アジア地域における環境社会配慮、環境モニタリングに関する事業

環境、技術等に関するセミナーを、会員の関心を把握のうえ企画し、前年度に引き続きセミナ

ー委員会との共催で開催する（会員向け）。 
 また、ベトナム国の関連機関との交流を進めるほか、過去に行っていた海外研修の再開につ

いて今後の方向性を検討する。 
さらに、環境アセスメント学会が実施予定のアジア地域環境アセスメントのイベントに協力

する。 
 
③ 積算資料グループ 

平成 29 年度に引き続き、積算資料の次回改定に向けて、環境技術の進歩、調査手法の変化

への対応、環境要素編の見直し、事業種間の項目内容の整合の確認などの改定作業、次回改定

の主題となる洋上風力発電、チュウヒ・ミゾゴイの積算マニュアル作成に関する情報収集を

行いながら刊行スケジュールを策定する。併せて、「環境影響評価業務積算資料」販売促進活

動及び問い合わせ対応を行い、対外的なアピールを強化する。 
 
２）広報部会 
① 情報委員会 

関係官庁からの情報受信に関する事項、協会からの情報発信に関する事項、協会事務局の

情報システムに関する事項を中心として、以下のとおり行う。 
ア．情報収集  

・環境省、国土交通省、経済産業省、農林水産省との情報交換会を例年どおり 11 月～12 月

に開催することとして環境影響評価などに関する最新の情報を収集して、その概要を

JEAS ニュース及び JEAS ホームページに掲載する。 
イ．情報管理 

・従来と同様、会員名簿を作成し、会員、関係官庁、大学等に限定し配布する。 
・会員への定期アンケートを実施し、会員の状況を経年的に把握する。 
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ウ．情報発信 
・JEAS ホームページについて新システムの構築を進め、旧システムからのスムーズな移行

を行う。 
・各支部・部会・委員会の担当が直接活動内容を公開できるようなシステム開発について検

討する。 
・自治体情報の検索コーナー「自治体環境情報（情宝館）」について定期的なチェックを行う。 

 
② JEAS ニュース編集委員会 

機関誌 JEAS ニュースを年４回（4 月、7 月、10 月、1 月）発行する。 
誌面構成は昨年度と同様、特集、エッセイ、環境アセスメント士紹介、JEAS レポートほか

で構成する。 
誌面内容については、特集コーナーを活用して環境アセスメントに関する技術情報、事例、

研究等の情報をできるだけ分かりやすくまとめて紹介する等により、時宜を得た情報の提供

に努める。 
JEAS 諸活動の PR、研究成果等の活用、社会還元の推進を図るために、可能な限り JEAS

の活動内容を紹介する記事を掲載する。 
環境アセスメント士紹介コーナーを継続して、環境アセスメント士会との連携のもと、各

種メディアへのアセス士の専門性を活かした PR を実施していく。 
表紙写真について、例年同様にコンテストを開催して、参加型の誌面構成による会員の交

流機会を創出し、協会活動の活性化に資する。また、応募数の増加、作品レベルの向上を踏ま

え応募作品の活用方法を検討して、これに基づいてコンテストの募集規定の見直しを行う。 
 
３）研修部会 
① セミナー委員会 

会員向けセミナーを年 2 回程度（共催を含む）、野外セミナーを年 2 回程度開催する。 
また、セミナーの内容については、講演内容を JEAS ホームページにビデオライブラリー

として掲載することにより、セミナーに参加できない地方会員及び環境アセスメント士の

CPD 単位取得の便宜を図る。 
ア．会員向けセミナー 

・今年度の会員向けセミナーは、主に所管省担当者から直接講演していただくこととし、会

員企業にとって有用な情報を提供することを目的として開催する。また、海外交流グルー

プとの共催セミナーを支援する。 
イ．野外セミナー 

・若手技術者等の研修と相互の交流を目的として、自然観察や自然再生あるいは環境アセス

メント事例に関する野外セミナーを開催する。今年度は、首都圏近郊を中心に野外セミナ

ーを実施する。 
ウ．ビデオライブラリーの作成 

・セミナー講演内容については、知識の普及に資するとともに、セミナーに参加できない地

方会員及び環境アセスメント士の CPD 単位取得に便宜を図ることを目的として、講演内

容のビデオを作成し、協会ホームページにビデオライブラリーとして掲載する。なお、ビ

デオライブラリーについては、教育研修委員会や各支部等と連携し、コンテンツの充実を

図る。 
 
② 教育研修委員会 

環境アセスメントに携わる会員の知識と技術の向上に資するため、環境アセスメント入門

研修会、環境アセスメント実務研修会、環境アセスメント士受験講習会、技術士受験講習会及

び技術交流会をそれぞれ 1 回ずつ開催する。なお、環境アセスメント入門研修会は、平成 29
年度は大阪で開催したが、平成 30 年度は東京で開催する。 
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ア．環境アセスメント入門研修会 
・新たに環境アセスメントを担当する技術者を対象に、2 日間にわたる入門研修会を東京で

1 回開催する。 
イ．環境アセスメント実務研修会 

・環境アセスメントの実務経験をある程度積んだ中堅の技術者を対象に、1 日間の研修会を

東京で 1 回開催する。 
ウ．環境アセスメント士受験講習会 

・環境アセスメント士認定資格制度の普及・充実に寄与するため、受験対策講習会を東京で

1 回開催する。なお、昨年度に引き続き会員外にも公開し、多くの参加者を募る。会員外

は、資料代を徴収する。 
エ．技術士受験講習会 

・技術士第二次試験受験希望者を対象に、受験講習会を東京で 1 回開催する。 
オ．技術交流会 

・会員の保有する環境アセスメントとその関連領域の先端技術を発表し、その情報を交流す

る場として技術交流会を東京で 1 回開催する。本交流会では、技術の習得や業務領域拡大、

人的ネットワークの形成を図るとともに、協会内外に広く技術の PR を行う。そのため、

運営方法として、座学以外の手法も検討する。また、参加者拡大を目指し、学会・大学等

への積極的な紹介を行う。なお、本交流会はセミナー委員会と共同で開催する。 
カ．研修ツールの運営 

・当委員会が開催する研修会・講習会について、昨年度に引き続き、支部会員の参加に要す

る負担の軽減を図るなどを目的に、本部と支部で共有できる利用システム（e ラーニング

等）の運営を行う。このシステム導入に関しては、同じ課題を抱えるセミナー委員会と連

動して検討する。 
  
４）研究部会 

昨年度までの 2 年間の研究活動成果ついては、成果報告 CD を作成し会員等に配布するとと

もに、今年度のセミナー委員会共催セミナー及び環境アセスメント学会等で積極的に公表を行

う予定である。 
平成 30 年度の研究は、募集した新メンバーを加えて研究会ごとに新たなテーマを選定し、2

年間の研究計画を立案し、具体的な調査研究に着手する。各研究会の研究方針の概要は以下の

とおりである。 
 

① 自然環境影響評価技法研究会 

これまで進めてきた生物多様性オフセットに関する研究を深化させ、これからの時代に即

した自然環境影響評価技法の実用化に向けた研究を進めていく。 
 
② 条例アセス研究会 

引き続き、地方の時代に即した条例アセスのあり方に注目し、自治体における条例アセス

制度の改正状況を更新し、さらに、条例アセス制度の実際の運用状況や社会インパクトを考

慮したアセス制度など、自由度の高い自治体の制度についての研究を進める。 
 
③ 制度・政策研究会 

環境アセスメントの制度・政策に関する研究を基本とし、制度上の諸課題や期待される環

境配慮の効果等に着目し、調査・研究を進める。 
 
④ 新領域研究会 

JEAS 版自主アセス認証制度の具体化に向けた研究、新技術の動向や普及等を見据えた研

究等、協会の中長期ビジョンや会員ニーズに即した調査・研究を進める。 
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５）支部活動 
支部活動の充実に向け、最近の環境施策動向を踏まえて環境影響評価に関する技術・情報の

伝達・普及を行う。また、地方自治体等との交流･連携を推進し、本部との協力のもとに各種セ

ミナー等を実施する。 
 

① 北海道支部 

ア．野外セミナーを 1 回開催する。 
イ．自治体等との意見交換会を実施する。 
 
② 中部支部 

ア．野外セミナーを 1 回開催する。 

イ．若手技術者交流会を 1 回開催する。 

ウ．環境アセスメント士受験ビデオセミナーを 1 回開催する。 

エ．環境アセスメント士認定資格試験を名古屋会場で実施する。 

 
③ 関西支部 

ア．野外セミナーを 1 回開催する。  
イ．官公庁等との情報交換会を 1 回または 2 回開催する。 
ウ．若手技術者交流会を 1 回開催する。 
エ．環境アセスメント士受験ビデオセミナーを 1 箇所または 2 箇所で開催する。 
オ．環境アセスメント士認定資格試験を大阪会場で実施する。 
 
④ 九州・沖縄支部 

ア．野外セミナーを熊本県にて 1 回開催する。 
イ．学識者・行政・会員交流会を 1 回開催する。 
ウ．女性技術者交流会を熊本県にて開催する。 
エ．環境アセスメント士受験講習会を福岡、沖縄会場で各 1 回開催する。 
オ．環境アセスメント士受験ビデオセミナーを福岡、長崎、大分、沖縄会場で開催する。 
カ．環境アセスメント士認定資格試験を福岡会場で実施する。 
 
６）環境アセスメント関連行事その他 

環境アセスメント関連行事のうち、協会が適切と認める事業については積極的に協賛活動等

を実施する。 
 
７）受託事業 

環境アセスメント関係機関からの当該事業に関する技術の調査・研究等の業務を受託事業と

して実施する。 
以上 
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平成 30 年度正味財産増減予算書 
平成 30 年 4 月 1 日から平成 31 年 3 月 31 日まで 

 

 

実施事業会計 （単位：円）

科　　　目 当年度 前年度 増　減 備　　　考

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

（１） 経常収益

　　①　受取入会金 0 0 0

　　②　受取会費 0 0 0

　　③　事業収益 3,160,000 4,085,000 △ 925,000

　　④　資料頒布収益 210,000 80,000 130,000

　　⑤　助成金収益 0 0 0

　　⑥　財産運用収益 0 0 0

　　⑦　雑収益 0 0 0

　　経常収益計 3,370,000 4,165,000 △ 795,000

（２） 経常費用

　　①　事業費

　　　　人件費 3,317,181 3,402,216 △ 85,035

　　　　会議費 392,000 460,000 △ 68,000

　　　　印刷費 159,000 189,000 △ 30,000

　　　　通信費 118,000 183,000 △ 65,000

　　　　旅費交通費 711,000 734,000 △ 23,000

　　　　業務委託費 300,000 304,000 △ 4,000

　　　　謝礼金 1,196,000 1,456,000 △ 260,000

　　　　会場費 830,000 860,000 △ 30,000

　　　　資料購入費 30,000 31,000 △ 1,000

　　　　広告掲載費 0 0 0

　　　　雑費 79,000 85,000 △ 6,000

　　　　受託事業費 0 0 0

　　事業費計 7,132,181 7,704,216 △ 572,035

　　②　管理費

　　　　人件費 1,732,419 1,856,401 △ 123,982

　　　　会議費 146,747 192,117 △ 45,370

　　　　借室料 851,222 931,435 △ 80,213

　　　　水道光熱費 83,710 86,819 △ 3,109

　　　　印刷費 3,640 4,779 △ 1,139

　　　　通信費 19,799 21,665 △ 1,866

　　　　事務用品費 5,969 6,213 △ 244

　　　　旅費交通費 6,551 4,620 1,931

　　　　機器リース料 758,110 969,393 △ 211,283

　　　　業務委託費 91,135 96,696 △ 5,561

　　　　什器備品費 0 0 0

　　　　登記諸費用 5,387 4,142 1,245

　　　　諸会費 113,991 114,856 △ 865

　　　　租税公課 0 0 0

　　　　雑費 101,471 94,625 6,846

　　管理費計 3,920,151 4,383,761 △ 463,610

　経常費用計 11,052,332 12,087,977 △ 1,035,645

　当期経常増減額 △ 7,682,332 △ 7,922,977 240,645

　２．経常外増減の部

（１） 経常外収益

　　   　退職給付引当預金取崩収入 0 0 0

　 　　経常外収益計 0 0 0

（２） 経常外費用

　　   　退職給付引当預金取崩支出 0 0 0

　　　　 その他の経常外費用 0 0 0

   　　経常外費用計 0 0 0

　当期経常外増減額 0 0 0

　当期一般正味財産増減額 △ 7,682,332 △ 7,922,977 240,645

　一般正味財産期首残高 37,357,701 45,147,947 △ 7,790,246

　一般正味財産期末残高 29,675,369 37,224,970 △ 7,549,601

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　指定正味財産期首残高 0 0 0

　指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 29,675,369 37,224,970 △ 7,549,601

注．実施事業とは公益目的支出計画の対象事業（公開型セミナー開催事業と環境アセスメント士認定資格制度事業）を指す。
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実施事業会計(内訳） （単位：円）

科　　　目
公開型セミナー開催事

業
環境アセスメント士認

定資格制度事業
合　　計 備　　　考

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

（１） 経常収益

　　①　受取入会金 0 0 0

　　②　受取会費 0 0 0

　　③　事業収益 70,000 3,090,000 3,160,000

　　④　資料頒布収益 0 210,000 210,000

　　⑤　助成金収益 0 0 0

　　⑥　財産運用収益 0 0 0

　　⑦　雑収益 0 0 0

　　経常収益計 70,000 3,300,000 3,370,000

（２） 経常費用

　　①　事業費

　　　　人件費 887,181 2,430,000 3,317,181

　　　　会議費 210,000 182,000 392,000

　　　　印刷費 99,000 60,000 159,000

　　　　通信費 28,000 90,000 118,000

　　　　旅費交通費 440,000 271,000 711,000

　　　　業務委託費 100,000 200,000 300,000

　　　　謝礼金 530,000 666,000 1,196,000

　　　　会場費 680,000 150,000 830,000

　　　　資料購入費 0 30,000 30,000

　　　　広告掲載費 0 0 0

　　　　雑費 19,000 60,000 79,000

　　　　受託事業費 0 0 0

　　事業費計 2,993,181 4,139,000 7,132,181

　　②　管理費

　　　　人件費 1,281,419 451,000 1,732,419

　　　　会議費 146,747 0 146,747

　　　　借室料 851,222 0 851,222

　　　　水道光熱費 83,710 0 83,710

　　　　印刷費 3,640 0 3,640

　　　　通信費 19,799 0 19,799

　　　　事務用品費 5,969 0 5,969

　　　　旅費交通費 6,551 0 6,551

　　　　機器リース料 311,110 447,000 758,110

　　　　業務委託費 91,135 0 91,135

　　　　什器備品費 0 0 0

　　　　登記諸費用 5,387 0 5,387

　　　　諸会費 113,991 0 113,991

　　　　租税公課 0 0 0

　　　　雑費 101,471 0 101,471

　　管理費計 3,022,151 898,000 3,920,151

　経常費用計 6,015,332 5,037,000 11,052,332

　当期経常増減額 △ 5,945,332 △ 1,737,000 △ 7,682,332

　２．経常外増減の部

（１） 経常外収益

　　   退職引当預金取崩収入 0 0 0

　 　　経常外収益計 0 0 0

（２） 経常外費用

　　　 退職引当預金取得支出 0 0 0

 　　　財産運用支出 0 0 0

   　　経常外費用計 0 0 0

　当期経常外増減額 0 0 0

　当期一般正味財産増減額 △ 5,945,332 △ 1,737,000 △ 7,682,332

　一般正味財産期首残高 37,357,701

　一般正味財産期末残高 29,675,369

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　指定正味財産期首残高 0

　指定正味財産期末残高 0

Ⅲ　正味財産期末残高 29,675,369
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収益事業等会計 （単位：円）

科　　　目 当年度 前年度 増　減 備　　　考

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

（１） 経常収益

　　①　受取入会金 0 0 0

　　②　受取会費 0 0 0

　　③　事業収益 49,598,000 48,567,000 1,031,000

　　④　資料頒布収益 305,000 305,000 0

　　⑤　助成金収益 0 0 0

　　⑥　財産運用収益 0 0 0

　　⑦　雑収益 0 0 0

　　経常収益計 49,903,000 48,872,000 1,031,000

（２） 経常費用

　　①　事業費

　　　　人件費 10,868,194 11,019,471 △ 151,277

　　　　会議費 1,002,000 788,000 214,000

　　　　印刷費 3,327,000 3,682,000 △ 355,000

　　　　通信費 570,000 520,000 50,000

　　　　旅費交通費 1,181,000 1,816,000 △ 635,000

　　　　業務委託費 354,000 396,000 △ 42,000

　　　　謝礼金 880,000 1,057,000 △ 177,000

　　　　会場費 605,000 650,000 △ 45,000

　　　　資料購入費 91,000 122,000 △ 31,000

　　　　広告掲載費 100,000 100,000 0

　　　　雑費 543,000 315,000 228,000

　　　　受託事業費 35,944,000 34,721,000 1,223,000

　　事業費計 55,465,194 55,186,471 278,723

　　②　管理費

　　　　人件費 5,265,014 5,468,246 △ 203,232

　　　　会議費 1,077,947 1,316,039 △ 238,092

　　　　借室料 6,249,448 6,378,684 △ 129,236

　　　　水道光熱費 614,944 595,043 19,901

　　　　印刷費 26,954 32,609 △ 5,655

　　　　通信費 145,351 148,357 △ 3,006

　　　　事務用品費 44,524 42,190 2,334

　　　　旅費交通費 47,917 31,988 15,929

　　　　機器リース料 2,283,272 2,508,608 △ 225,336

　　　　業務委託費 668,448 662,500 5,948

　　　　什器備品費 0 0 0

　　　　登記諸費用 40,132 28,127 12,005

　　　　諸会費 836,360 786,212 50,148

　　　　租税公課 1,300,000 1,260,000 40,000

　　　　雑費 744,917 647,438 97,479

　　管理費計 19,345,228 19,906,041 △ 560,813

　経常費用計 74,810,422 75,092,512 △ 282,090

　当期経常増減額 △ 24,907,422 △ 26,220,512 1,313,090

　２．経常外増減の部

（１） 経常外収益

　　   　退職給付引当預金取崩収入 0 0 0

　 　　経常外収益計 0 0 0

（２） 経常外費用

　　   　退職給付引当預金取崩支出 0 0 0

　　　　 その他の経常外費用 0 0 0

   　　経常外費用計 0 0 0

　当期経常外増減額 0 0 0

　当期一般正味財産増減額 △ 24,907,422 △ 26,220,512 1,313,090

　一般正味財産期首残高 △ 165,723,484 △ 140,963,193 △ 24,760,291

　一般正味財産期末残高 △ 190,630,906 △ 167,183,705 △ 23,447,201

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　指定正味財産期首残高 0 0 0

　指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 △ 190,630,906 △ 167,183,705 △ 23,447,201

注．収益事業等には実施事業以外のすべての事業を含む。
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法人会計 （単位：円）

科　　　目 当年度 前年度 増　減 備　　　考

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

（１） 経常収益

　　①　受取入会金 400,000 400,000 0

　　②　受取会費 43,200,000 43,100,000 100,000

　　③　事業収益 0 0 0

　　④　資料頒布収益 0 0 0

　　⑤　助成金収益 0 0 0

　　⑥　財産運用収益 0 0 0

　　⑦　雑収益 0 0 0

　　経常収益計 43,600,000 43,500,000 100,000

（２） 経常費用

　　①　事業費

　　　　人件費 1,561,625 1,345,313 216,312

　　　　会議費 616,000 641,000 △ 25,000

　　　　印刷費 715,000 287,000 428,000

　　　　通信費 36,000 30,000 6,000

　　　　旅費交通費 450,000 650,000 △ 200,000

　　　　業務委託費 1,280,000 1,400,000 △ 120,000

　　　　謝礼金 390,000 170,000 220,000

　　　　会場費 115,000 60,000 55,000

　　　　資料購入費 10,000 10,000 0

　　　　広告掲載費 0 0 0

　　　　雑費 95,000 109,000 △ 14,000

　　　　受託事業費 0 0 0

　　事業費計 5,268,625 4,702,313 566,312

　　②　管理費

　　　　人件費 2,255,567 1,943,353 312,214

　　　　会議費 258,306 265,844 △ 7,538

　　　　借室料 1,498,330 1,288,881 209,449

　　　　水道光熱費 147,346 120,138 27,208

　　　　印刷費 6,406 6,612 △ 206

　　　　通信費 34,850 29,978 4,872

　　　　事務用品費 10,507 8,597 1,910

　　　　旅費交通費 11,532 6,392 5,140

　　　　機器リース料 547,618 506,999 40,619

　　　　業務委託費 160,417 133,804 26,613

　　　　什器備品費 0 0 0

　　　　登記諸費用 9,481 5,731 3,750

　　　　諸会費 200,649 158,932 41,717

　　　　租税公課 0 0 0

　　　　雑費 178,612 130,937 47,675

　　管理費計 5,319,621 4,606,198 713,423

　経常費用計 10,588,246 9,308,511 1,279,735

　当期経常増減額 33,011,754 34,191,489 △ 1,179,735

　２．経常外増減の部

（１） 経常外収益

　　   　退職給付引当預金取崩収入 0 0 0

　 　　経常外収益計 0 0 0

（２） 経常外費用

　　   　退職給付引当預金取崩支出 200,000 0 200,000

　　　　 その他の経常外費用 0 1,469,000 △ 1,469,000 ※協会設立４０周年記念事業関連

   　　経常外費用計 200,000 1,469,000 △ 1,269,000

　当期経常外増減額 △ 200,000 △ 1,469,000 1,269,000

　当期一般正味財産増減額 32,811,754 32,722,489 89,265

　一般正味財産期首残高 195,539,152 165,280,715 30,258,437

　一般正味財産期末残高 228,350,906 198,003,204 30,347,702

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　指定正味財産期首残高 0 0 0

　指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 228,350,906 198,003,204 30,347,702

注．法人会計事業費には個々の事業に属さない共通の事業費を含む。

正会員140法人（新規入会2法人）賛
助会員5法人
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（収益事業等＋法人）会計 （単位：円）

科　　　目 当年度 前年度 増　減 備　　　考

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

（１） 経常収益

　　①　受取入会金 400,000 400,000 0

　　②　受取会費 43,200,000 43,100,000 100,000

　　③　事業収益 49,598,000 48,567,000 1,031,000

　　④　資料頒布収益 305,000 305,000 0

　　⑤　助成金収益 0 0 0

　　⑥　財産運用収益 0 0 0

　　⑦　雑収益 0 0 0

　　経常収益計 93,503,000 92,372,000 1,131,000

（２） 経常費用

　　①　事業費

　　　　人件費 12,429,819 12,364,784 65,035

　　　　会議費 1,618,000 1,429,000 189,000

　　　　印刷費 4,042,000 3,969,000 73,000

　　　　通信費 606,000 550,000 56,000

　　　　旅費交通費 1,631,000 2,466,000 △ 835,000

　　　　業務委託費 1,634,000 1,796,000 △ 162,000

　　　　謝礼金 1,270,000 1,227,000 43,000

　　　　会場費 720,000 710,000 10,000

　　　　資料購入費 101,000 132,000 △ 31,000

　　　　広告掲載費 100,000 100,000 0

　　　　雑費 638,000 424,000 214,000

　　　　受託事業費 35,944,000 34,721,000 1,223,000

　　事業費計 60,733,819 59,888,784 845,035

　　②　管理費

　　　　人件費 7,520,581 7,411,599 108,982

　　　　会議費 1,336,253 1,581,883 △ 245,630

　　　　借室料 7,747,778 7,667,565 80,213

　　　　水道光熱費 762,290 715,181 47,109

　　　　印刷費 33,360 39,221 △ 5,861

　　　　通信費 180,201 178,335 1,866

　　　　事務用品費 55,031 50,787 4,244

　　　　旅費交通費 59,449 38,380 21,069

　　　　機器リース料 2,830,890 3,015,607 △ 184,717

　　　　業務委託費 828,865 796,304 32,561

　　　　什器備品費 0 0 0

　　　　登記諸費用 49,613 33,858 15,755

　　　　諸会費 1,037,009 945,144 91,865

　　　　租税公課 1,300,000 1,260,000 40,000

　　　　雑費 923,529 778,375 145,154

　　管理費計 24,664,849 24,512,239 152,610

　経常費用計 85,398,668 84,401,023 997,645

　当期経常増減額 8,104,332 7,970,977 133,355

　２．経常外増減の部

（１） 経常外収益

　　   　退職給付引当預金取崩収入 0 0 0

　 　　経常外収益計 0 0 0

（２） 経常外費用

　　   　退職給付引当預金取崩支出 200,000 0 200,000

　　　　 その他の経常外費用 0 1,469,000 △ 1,469,000

   　　経常外費用計 200,000 1,469,000 △ 1,269,000

　当期経常外増減額 △ 200,000 △ 1,469,000 1,269,000

　当期一般正味財産増減額 7,904,332 6,501,977 1,402,355

　一般正味財産期首残高 29,815,668 24,317,522 5,498,146

　一般正味財産期末残高 37,720,000 30,819,499 6,900,501

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　指定正味財産期首残高 0 0 0

　指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 37,720,000 30,819,499 6,900,501
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正味財産増減予算書総括表 （単位：円）

科　　　目 当年度 前年度 増　減 備　　　考

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

（１） 経常収益

　　①　受取入会金 400,000 400,000 0

　　②　受取会費 43,200,000 43,100,000 100,000

　　③　事業収益 52,758,000 52,652,000 106,000

　　④　資料頒布収益 515,000 385,000 130,000

　　⑤　助成金収益 0 0 0

　　⑥　財産運用収益 0 0 0

　　⑦　雑収益 0 0 0

　　経常収益計 96,873,000 96,537,000 336,000

（２） 経常費用

　　①　事業費

　　　　人件費 15,747,000 15,767,000 △ 20,000

　　　　会議費 2,010,000 1,889,000 121,000

　　　　印刷費 4,201,000 4,158,000 43,000

　　　　通信費 724,000 733,000 △ 9,000

　　　　旅費交通費 2,342,000 3,200,000 △ 858,000

　　　　業務委託費 1,934,000 2,100,000 △ 166,000

　　　　謝礼金 2,466,000 2,683,000 △ 217,000

　　　　会場費 1,550,000 1,570,000 △ 20,000

　　　　資料購入費 131,000 163,000 △ 32,000

　　　　広告掲載費 100,000 100,000 0

　　　　雑費 717,000 509,000 208,000

　　　　受託事業費 35,944,000 34,721,000 1,223,000

　　事業費計 67,866,000 67,593,000 273,000

　　②　管理費

　　　　人件費 9,253,000 9,268,000 △ 15,000

　　　　会議費 1,483,000 1,774,000 △ 291,000

　　　　借室料 8,599,000 8,599,000 0

　　　　水道光熱費 846,000 802,000 44,000

　　　　印刷費 37,000 44,000 △ 7,000

　　　　通信費 200,000 200,000 0

　　　　事務用品費 61,000 57,000 4,000

　　　　旅費交通費 66,000 43,000 23,000

　　　　機器リース料 3,589,000 3,985,000 △ 396,000

　　　　業務委託費 920,000 893,000 27,000

　　　　什器備品費 0 0 0

　　　　登記諸費用 55,000 38,000 17,000

　　　　諸会費 1,151,000 1,060,000 91,000

　　　　租税公課 1,300,000 1,260,000 40,000

　　　　雑費 1,025,000 873,000 152,000

　　管理費計 28,585,000 28,896,000 △ 311,000

　経常費用計 96,451,000 96,489,000 △ 38,000

　当期経常増減額 422,000 48,000 374,000

　２．経常外増減の部

（１） 経常外収益

　　   　退職給付引当預金取崩収入 0 0 0

　 　　経常外収益計 0 0 0

（２） 経常外費用

　　   　退職給付引当預金取崩支出 200,000 0 200,000

　　　　 その他の経常外費用 0 1,469,000 △ 1,469,000

   　　経常外費用計 200,000 1,469,000 △ 1,269,000

　当期経常外増減額 △ 200,000 △ 1,469,000 1,269,000

　当期一般正味財産増減額 222,000 △ 1,421,000 1,643,000

　一般正味財産期首残高 67,173,369 69,465,469 △ 2,292,100

　一般正味財産期末残高 67,395,369 68,044,469 △ 649,100

Ⅱ　指定正味財産増減の部

　当期指定正味財産増減額 0 0 0

　指定正味財産期首残高 0 0 0

　指定正味財産期末残高 0 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 67,395,369 68,044,469 △ 649,100
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一般社団法人 日本環境アセスメント協会 

平成 30 年度役員名簿 

 
（会長、副会長を除き五十音順 敬称略） 

１．理 事 
会 長  梶谷

かじたに

 修
おさむ  (一社)日本環境アセスメント協会 

副 会 長  滝口
たきぐち

 善
よ し

博
ひ ろ  アジア航測㈱ 

  今関
いませき

 哲夫
て つ お   東京パワーテクノロジー㈱ 

  小田
お だ

 信
し ん

治
じ   (一社)日本環境アセスメント協会 

  釜谷
か ま や

 広志
ひ ろ し   ㈱テクノ中部 

  河合
か わ い

 徹
とおる  八千代エンジニヤリング㈱ 

  木村
き む ら

 明彦
あきひこ  ㈱ドーコン 

  工藤
く ど う

 俊
と し

哉
や   ㈱ポリテック・エイディディ 

  黒崎
くろさき

 靖
や す

介
す け  日本工営㈱ 

  島田
し ま だ

 克也
か つ や   いであ㈱ 

  関根
せ き ね

 秀明
ひであき  ㈱建設技術研究所 

  平良
た い ら

 辰二
た つ じ   ㈱沖縄環境保全研究所 

  高木
た か ぎ

 圭子
け い こ   ㈱環境指標生物 

  辻
つ じ

阪
さ か

 吟子
ぎ ん こ   ㈱プレック研究所 

  長岡
ながおか

 克郎
よ し お   ㈱東京久栄 

  濱田
は ま だ

 敏
と し

宏
ひ ろ  パシフィックコンサルタンツ㈱ 

  林
はやし

 邦
く に

能
よ し  ㈱日建設計 

  平野
ひ ら の

 一郎
いちろう  ㈱環境総合テクノス 

  北条
ほうじょう

 慶
よ し

智
の り  ㈱オオバ 

  森本
もりもと

 尚
な お

弘
ひ ろ  ㈱オリエンタルコンサルタンツ 

  山崎
やまざき

 崇
たかし  三井共同建設コンサルタント㈱ 

  吉村
よしむら

 美
よ し

毅
た け  鹿島建設㈱ 

  米山
よねやま

 佳
よ し

伸
の ぶ  清水建設㈱ 

以上 23 名 
２．監 事 

 
  髙

た か

塚
つ か

 敏
さとし  ㈱地域環境計画 

  所
ところ

 英樹
ひ で き   ㈱ところ会計事務所 

以上 2 名 
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